【人を対象とする医学系倫理審査、その他（AMED）等】
利 益 相 反 自 己 申 告 書（第 １ 次）
提出日　　　　　年　　月　　日
　　研究社会・連携委員会委員長　様
	研究課題名
	


申告者名等　　　　　　　　　　　
	部局・職名
	
	氏名・印
	　　　　　　　　　　印


当該研究に係る利益相反に関する事実関係について、下記のとおり申告いたします。
該当する□に☑をしてください。
１　標記研究課題における、産学官連携活動。
	産学官連携活動とは、下記の活動をいいます。
（１）独立行政法人、会社その他の営利企業又はその他の団体（以下「企業等」という。）との兼業活動（技術アドバイザー、講師等を含む）、原稿執筆、知的財産権の実施許諾等を行うこと。

（２）企業等との共同研究や受託研究（依頼試験・分析を含む）、企業等からの奨学寄附金、研究助成金、客員研究員・ポスドク等及び機器の提供等の受入れを行うこと。
（注１）文部科学省科学研究費（(独)日本学術振興会が交付するものも含む）、厚生労働科学研究費、その他省庁及び地方公共団体の研究助成金等は、利益相反マネジメントの調査の対象ではありません。
（注２）研究開発法人、独立行政法人（新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)、科学技術振興機構(JST)、日本医療研究開発機構(AMED)等）及びその他公益法人からの研究助成金等は、利益相反マネジメントの調査の対象となります。


	□　有る　　　　　　　　　　　　□　無し



（裏面に続く）
２　標記研究課題における、産学官連携活動の経済的利益。（配偶者等も含む）
	経済的利益とは、１企業当たり年間合計１００万円超（税込）の報酬・給与、コンサルタント料、謝金、原稿料、特許等の実施許諾料等とします。
配偶者等とは、生計を一にする配偶者及び１親等以内の親族とします。年間合計額は、あなたと配偶者等（配偶者等は合計する）別個に合計して判断します。
例　あなた８０万円、配偶者等１２０万円（配偶者８０万円、子ども４０万円）→　有る
あなた８０万円、配偶者等９０万円（配偶者５０万円、子ども４０万円） →　無し


	□　有る　　　　　　　　　　□　無し


　　　　　


	３　標記研究課題における、産学官連携活動（１を参照）について、相手方企業等１企業当たり年間合計２００万円超（税込）の受け入れ。
受入金額は間接経費を除きます。また、研究期間が年度をまたぐ場合は、全体の金額としてください。

例　１年目１２０万円、２年目１００万円、３年目８０万円：合計金額３００万円　→　有る


	□　有る　　　　　　　　　　□　無し


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　標記研究課題における、上記の産学官連携活動の相手方企業等からの物品・サービス等の購入への関与。（１企業当たり年間５００万円超（税込））
	□　有る　　　　　　　　　　□　無し



	物品・サービス等の購入に関与とは、あなたが、機種・業者の選定手続上の決裁権者である又は選定に関わる各委員会委員等である場合です。


（３ページ目に続く）

５　標記研究課題における、上記の産学官連携活動の相手方企業等の株式等を、８％以上保有。
	株式等とは、株式（公開・未公開を問わない）、出資金、ストックオプション、受益権等をいう。

保有比率（％）＝　保有している株式等の総数　÷　発行済株式総数

　　　保有比率は、教職員等と配偶者等（配偶者等は合計する）を別個に合計して判断します。

　　　例　あなた３％　配偶者等９％（配偶者４％　子ども５％）→　有る

あなた５％　配偶者等６％（配偶者５％　子ども１％）→　無し
　※計算方法等ご不明な点等ありましたら、総務課までご相談ください。


	□　有る　　　　　　　　□　無し



　利益相反に関する質問・相談等がありましたら、ご自由にお書きください。
「質問２～５」へ





「質問２～５」は回答不要です。


（これで申告は終わりです）





第２次申告書に詳細を記載ください。





第２次申告書に詳細を記載ください。





第２次申告書に詳細を記載ください。





第２次申告書に詳細を記載ください。
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